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日米文化教育交流会議
（1982年カルコン合同委員会）

最終コミュニケ(仮訳）

Ｉ日米文化教育交流会議(カルコン合同委員会)は、前田義徳外務省顧問

及びロバート．Ｅ･ウォード･スタンフォード大学教授が共同議長をつと

め、1982年６月23日から25日まで東京において開催された。両国の政

府、文化教育機関、マスメディア、視覚及び舞台芸術、財界及び財団か

らの代表と専門家が参加した。開会式においては、小川平二文部大臣、

辻英雄外務政務次官及びＭ・マンスフィールド･アメリカ合衆国大使が挨

拶を行った。

Ⅱ両国代表は、日本及び合衆国が、文化･教育交流をさらに推進すべき時

…期に際会しており、より良い日米関係にとって欠くことのできないより

高度の相互理解を達成するため、短期及び長期の方策をとられなければ

ならないことに合意した。

Ⅲ会議の１日目には、「日米経済関係における文化的要因一今後の日米

文化教育交流との関連において」と題するシンポジウムが開かれ、両国

の著名なゲスト・スピーカーが経済学者、実業家、文化問題専門家の意見

を披露した。シンポジウム参加者は経済関係に影響を与えうる非経済的

特質が両国の総体的関係の改善に役立つよう、より広く、かつ深く理解

されるべきであることに合意した。

Ⅳ会議は、過去２年間の日米間の文化教育交流の実績を検討し、日米間

の文化、学術および青年交流に不均衡のあることを認めるとともに、米

lrlにおいて日本研究および日本理解のために現地で利用し得る手段に地

域的差>肋《あることを指摘した。会議は、米'１１政府が日本およびその他
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の'１１との剛１２交流を拡大するために米l1il政1{fがとったイニシアティブを

歓jlUL、特にこれまで以|:の)klI(1,ＩＩＬ〈'1が１１本を川|Ｉする必洩があること

に留意した。

Ｖシンポジウムに引き続き、会議は次の３つの特定事項に焦点を当て

た。

（１）相手国に対する公衆の理解を深める最も有効な手段として､マス・メ

ディア、殊にテレビを、特に日本に関する番組が非常に少い合衆国に

おいて活用することの緊急な必要性。

（２）特に経営分野における大学教育及び実務研修において相手国の社会

と文化の研究を強化する重要性。

(3)相互に関心ある経済問題について一層協力的な研究を行う必要性。

Ⅵ会議は、また、両国間の理解のために重要なその他の諸問題について

の継続した共同の学術的調査の必要を強調した。双方は、日本における

アメリカ研究及び米国における日本研究を、特に大学及び中等教育のレ

ベルにおいて拡充する必要があることを確認した。．

Ⅶ会議は、それぞれの国において、相手国の社i会に関し苧公正で適切な

Ｐ

世論をつくり出すことの重要性を認識した。これに関連し、会議は、日

米友好基金が、各種の地方の日米協会及びその他の公益団体を強化する

ことにより、合衆国全般にわたって日本についての一般大衆の知識と理

解を増進した最近の努力を、満足をもって注目した。

Ⅷ会議は、市、県あるいは州の諸庁及び各種の地方文化団体が両国間の

理解及び交流の増進に努力していることを歓迎した。会議は、双方がこ

れらのiiIi動を更に奨励することに合意した。

Ⅸ会議は、両国政府の予算の逼迫を認識しつつも、日米両国間の文化･教

育活動に対する十分な予算を維持することの軍要性を強調した。会議
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は、これらの活動のため、より多くの氏IMI資金の支援が必要であること

を強調した。この関連で、会議は、日本におけるフルプライト計画30周

年に当りガリオア及びフルプライト計画日本同窓会が日米教育委員会に

対し寄付を行っている事例を歓迎した。

Ｘ会議は、双方が両国の文化関係に関する自国における実情を明確に理

解することを確実にするため、定期的に完全な報告を作成すること、ま

た、そのために進展度を評価し残存する問題を明確にするために評価基

準を設けることに合意した。

)ｑ会議は、今後数週間以内に、この会議の結果としてとられるべき具体

的行動に関する勧告リストを作成することに決定した。
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／９Ｊ２年カルコン最終コミュニケ付属

（仮訳）

ソ９５２年日米文イヒ教育交流会議最終コミュニケ第

／／項に基づき、カルコン全体会議及び小委員会会合

の成果の一つとして執られるべき具体的行動に関する

勧告のリスト次のとおり。

（姉妹局関係について、左た、有意義な姉妹局関係

をつくるに当って各女の国の放送者か援助と助言を

求めることか出来るよりどころについて萱とめた刊

行物を通じ接触のルートを深めること。

､Ｚ新技術の応用その他相互に関心ある専門＝項の進

展に関する主要な会議を／９F３年ニニーヨークに

おいて開催する可能性につき両国放送者と共に検討

すること。

＆公共番組協力拡大の可能性について各々の国の関

心を有する放送者か更に協議することを準備するこ

と。

坐記者交換、特に米国からは実業、経済記事執筆記

者、また、日本からは整理部次長級記者の交換の計

画を拡充すること。

血巡回展示の際の美術品保全に関する傳物館.小委研

究部会報告を両国で系統的に普及させること。
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ニーョーク・メトロポリタン美術館の日本ギヤ6．

ラリー建設計画に対する民間支援を求めること。

ヌー両国の中等学校における相互理解の増進を特に目

的とする補助教材の作成及び配布を続けることを奨

励すること、また、お互いの国に係るカリキュラム

の改善をI継続すること。

＆日米相互理解のための在職中等学校教員研修プロ

グラムを活発にすること。

'姉妹提携をしている都市、県。州の例えば教育長、

中等学校長、教育学部長等か関係-するような部局や

対応団体を十分活用することにより日米教育者間の

稔D多い交流を奨励すること。

/０学校のテキスト教材及び視聴覚教材の有効左活用

ノ並びに教育技術に関する二国間の試験的調査計画を

奨励すること。

//、日米経済の特質及び経済関係に影響を与えている

非経済的要因を含む日米経済関係についての共同、

比較調査を奨励すること。
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/ｄｚ日米経済問題について計画中あるいは進行中の調

査の定期的に更新されるリストの刊行。配布を促進

すること｡

/＆図書館小委員会はその目的をなし遂げ正式に解消

されたが、図書館情報システムの分野における新た

な接一触及び協議を奨励すること。

/坐米国における日本語研修に対する公私の関心及び

資金供与を鼓舞し続けること。

/鉦米国の経営管理その他の実務学校においては日本

に関する、覧た、日本の同様課程においては米国に

関する教授を三強化するための公私のへ資金供与を奨励

すること。

/６学科、学部におけるポスト増設を通じ日本の大学

における米国関係科目の教授を更に強化する方法を

探求すること。

/Ｚ相手国文化を効果的に理解する能力を増進するた

め、この努力における地方自治体の協力を奨励する

と共に寸各女の国における日米協会その他の地域的

公益団体の強化を続けること。

/＆国際会議に参加する日本の若いアメリカ研究専門

家を増やすこと。
志

／9Ｌアメリカ研究に関する視聴覚機材及び印偏り物か系

統的に収集できる事業を進めること。
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